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年度 2008 2009 2010 2011金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数
8,140 53,671 7,698 56,332 10,218 　79,926 12,163 100,861
年度 2012 2013 2014 2015金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数




























































































額は12万7,000円に過ぎず，寄付のほとんどが市区町村宛てとなっている 6） 。 
 　表6と図3は，2008年から2014年までの「ふるさと納税」による寄付を通じた，寄付者の居住
する都道府県別で集計した地方住民税の控除額（道府県民税および市区町村住民税の合計）の累











北 海 道 25,513,993 滋 賀 県 2,446,007
青 森 県 1,503,616 京 都 府 2,060,067
岩 手 県 7,255,312 大 阪 府 7,547,680
宮 城 県 4,408,094 兵 庫 県 9,297,016
秋 田 県 2,179,480 奈 良 県 1,631,960
山 形 県 17,578,354 和歌山県 2,696,475
福 島 県 4,374,215 鳥 取 県 7,318,907
茨 城 県 5,506,595 島 根 県 5,358,049
栃 木 県 2,423,293 岡 山 県 5,489,111
群 馬 県 4,696,971 広 島 県 3,285,636
埼 玉 県 2,656,981 山 口 県 2,054,492
千 葉 県 5,100,768 徳 島 県 921,071
東 京 都 12,408,427 香 川 県 1,163,874
神奈川県 5,120,095 愛 媛 県 3,540,650
新 潟 県 3,698,775 高 知 県 5,864,284
富 山 県 738,190 福 岡 県 7,254,067
石 川 県 1,476,516 佐 賀 県 12,201,511
福 井 県 1,193,789 長 崎 県 10,654,259
山 梨 県 2,461,812 熊 本 県 2,043,922
長 野 県 14,547,902 大 分 県 2,585,456
岐 阜 県 3,769,319 宮 崎 県 13,380,892
静 岡 県 11,102,463 鹿児島県 9,305,485
愛 知 県 5,170,176 沖 縄 県 1,830,281



































































































































































東 京 都 11,165,534 新 潟 県 1,394,882
北 海 道 10,477,924 三 重 県 1,320,964
岩 手 県 4,874,756 愛 媛 府 1,264,633
兵 庫 県 4,834,972 高 知 県 1,247,951
長 野 県 4,092,070 栃 木 県 1,218,535
大 阪 府 3,906,065 埼 玉 県 1,198,801
鳥 取 県 3,880,899 和歌山県 943,801
山 形 県 3,670,172 岡 山 県 939,888
神奈川県 3,159,369 山 口 県 915,586
宮 崎 県 3,052,751 熊 本 県 865,459
愛 知 県 3,007,683 山 梨 県 859,573
福 島 県 2,952,595 奈 良 県 846,574
佐 賀 県 2,539,122 沖 縄 県 844,008
宮 城 県 2,501,204 滋 賀 県 807,940
長 崎 県 2,409,161 京 都 府 775,038
島 根 県 2,149,477 秋 田 県 771,973
広 島 県 2,016,009 青 森 県 692,234
千 葉 県 1,933,969 徳 島 県 664,845
鹿児島県 1,854,534 福 井 県 640,549
岐 阜 県 1,815,235 大 分 県 556,660
福 岡 県 1,781,231 石 川 県 548,979
群 馬 県 1,761,616 富 山 県 441,541
静 岡 県 1,672,205 香 川 県 431,074
















北 海 道 1,909,647 滋 賀 県 544,120
青 森 県 255,443 京 都 府 1,227,437
岩 手 県 264,058 大 阪 府 4,632,234
宮 城 県 610,788 兵 庫 県 2,661,004
秋 田 県 166,461 奈 良 県 706,974
山 形 県 222,841 和歌山県 261,533
福 島 県 272,947 鳥 取 県 127,570
茨 城 県 711,812 島 根 県 179,122
栃 木 県 501,412 岡 山 県 517,549
群 馬 県 594,450 広 島 県 974,150
埼 玉 県 2,763,768 山 口 県 290,510
千 葉 県 3,002,103 徳 島 県 162,666
東 京 都 15,170,751 香 川 県 221,708
神奈川県 5,255,525 愛 媛 県 260,149
新 潟 県 475,720 高 知 県 158,465
富 山 県 307,940 福 岡 県 1,530,376
石 川 県 432,081 佐 賀 県 143,377
福 井 県 237,184 長 崎 県 260,662
山 梨 県 213,548 熊 本 県 304,683
長 野 県 572,817 大 分 県 218,257
岐 阜 県 717,001 宮 崎 県 165,588
静 岡 県 1,080,045 鹿児島県 238,679
愛 知 県 3,414,603 沖 縄 県 273,827




















































































































































































































































































































































寄付金の区分 所得税 個人住民税所得控除 税額控除
1　国に対する寄付金 ○ ― ×










































































































































































































































 6） 総務省（2016）。 




 9） 知原信良（2007）を参照のこと。 






































































 22） op. cit. 
 23） Tiebout, C. M. (1956)。 
 24） 標準税率での地方税収のうち，基準財政収入額に算入されない25％分は，留保財源と呼ばれる。 






















































 36） 総務省自治税務局ウェブサイト「寄付金税額控除の概要（個人住民税）」 
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